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2C07 効果的な産学連携、 ンステムの構築に 関する実証的研究 
一 全国国公私立大学における 産学連携の現状と 課題を中心として 一 

0 菊本 虔 ( 筑波大社会工学 ), 玉田俊平太 ( 筑波大社会科学 ), 上原健一 ( 筑波リエゾン 研究所 ) 

    はじめに 

1998 年 5 月に大学等技術移転促進法 ( 正式には「大学等における 技術に関する 

研究成果の民間事業者への 移転の促進に 関する法律 ( 平成 10 年法律第 52 号Ⅱ 

という。 ) が 公布され、 同年 8 月から施行された。 それ以来、 この法律に基づく 

T L 0 (Technology Licensing Organization : 技術移転機関 ) の承認は順調に 進 

み、 1999 年 8 月までに、 すでに 8 機関を数え、 さらにその数は 着実に増えようと 

している。 また、 それに応じるかのように、 産学連携に関する 新聞報道は、 枚挙 

ほかとまがないほどの 盛況をみせている。 

他方、 国立大学をめぐる 最近の重要な 動きとして、 独立行政法人化があ る。 文 

部省は、 1999 年 9 月に国立大学長会議を 召集して、 国立大学を独立行政法人化す 

6 場合の特例措置等の 本格的な検討に 入った。 国立大学の独立行政法人化は 、 少 

なくとも産学連携を 推進する観点からは、 国の会計や人事制度に 由来する各種の 

制約の解消にっながるという 利点があ る。 2 0 根本的には。 独立行政法人化は 国 

正大学に法人格を 与えることになるので、 そこから、 特許権 の取得に向けて 全学 

をあ げて取組むことになれば、 産学連携を飛躍的に 促進する可能性があ る。 

また、 産学連携に関係するもう 一つの重要な 出来事として、 1999 年 6 月の文部 

省学術審議会答申 げ 科学技術創造立国を 目指す我が国の 学術研究の総合的推進に 

ついて 一 「知的存在感のあ る国」を目指して 一 Ⅱを指摘しておく ノ   要があ る。 こ 

の答申では、 我が国の目標として、 21 世紀の新しい 文明構築に貢献する「知的存 

在 感のあ る国」 を掲げ、 そのための学術研究の 目指すべき方向として、 ①世界最 

高水準の研究の 推進及び② 21 世紀の新しい 学問の創造と 研究遂行体制の 刷新、 と 

併せて、 ③社会への貢献を 打ち出した。 このように、 学術審議 会 答申で学術研究 

の方向として 社会貢献が明示的に 規定されたのは、 今回が初めてであ る。 その背 

景として、 一方では、 経済界を中心に 経済再生の鍵としての 大学への期待があ り、 

他方では、 大学を取巻く 厳しい環境の 現れと見ることができる。 しかし、 この ょ 

うな動きも、 産学連携の観点からは、 やはり追い風の 一つとなろう。 

こうしてみてくると、 産学連携の促進は、 文部省や通産省をはじめ 政府全体の 

方針とも合致し、 そのための環境は 着々と整えられてきている。 そのため、 今後、 

大学から産業界への 技術移転は容易に 進むかのようにみえる。 しかし、 日本の大 

学の文化風土は、 産学連携の大きな 足伽 となっており、 T L 0 等の体制を整えて 

いくだけでは、 技術移転を促進することは 困難であ るというのが 現実であ る。 そ 
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れでは、 日本において、 産学連携に関する 問題の核心となっているものは 何なの 

か、 また、 それを踏まえて、 どのようにすれば 産学連携を促進することができる 

め だ るぅか 。 現在、 筑波大学先端学際領域研究センタ 一においては、 このような 

問題意識のもとに、 全国の国公私立大学及び 企業を対象として、 包括的なアンケ 

一 ト調査を実施しているところであ る。 そこで、 ここでは、 1999 年 6 月に筑波大 
上冬 づ " " に " おいて実施したアンケート 調査を手掛かりに、 日本の産学連携に 根差してい 

6 基本的な問題が 何であ るかを示唆し、 それをもとに、 日本における 産学連携を 

促進するための 方策を仮説的に 提示することとしたり。 

2 . 筑波大学における 調査が示唆する 日本の産学連携に 関する問題点 

( 1 ) 国有特許の件数と 大学研究者が 発明者であ る特許の件数 

1999 年 6 月に、 筑波大学においては、 全教員 1,604 人を対象として、 「 T L O 

の利用等に関する 調査」 ， を実施した。 

この調査についての 回答者は 394 人であ り、 回答率は 24.6% であ った。 回答結 

果では、 まず、 筑波大学での 発明をもとに 特許権 の出願がなされたことがあ る者 

が 364 人中 36 人であ り、 出願された件数は 181 件であ った。 そのうち発明者 本 

人 が出願人になっているものは 91 件であ る。 181 件の出願件数に 対して、 特許登 

録済み件数は 112 件、 そのうち発明者本人が 出願人になっているものは 51 件 だ 

った 。 筑波大学の場合、 1998 年度において 国有特許の数は 6 件であ る。 日本の大 

だ丑 "'" @" @ 関しては、 大学の研究者が 出願人や発明者であ る特許の件数は、 国有特許な 

ど 大学自身が出願人となっている 特許の約 20 倍あ ると推測されている。 筑波大 

学の事例は、 この推測の妥当性を 裏 付けている。 したがって 、 例えば、 アメリカ 

の 大学の特許登録件数が 1776 件 ( 1996 年度 ) であ るのに対して、 日本の大学の 

場合 90 件という数字が 引用されることがあ るが ( 1997 年度において 大学が出願 

しているもののみ 八 この 90 件を 20 倍すると 1,800 件となるので、 数の占から 

いえば、 日本の大学もアメリカの 大学と比較して 遜色がないことになる。 2 つま 

り、 特許の数が問題なのではなく、 特許が誰の権 利となっているかということ、 

そしてそれに ょ り、 特許権 への対応の仕方が 違ってくることが 問題なのであ る。 

( 2 ) 特許の出願人は 誰か 

問題は、 まず第 1 に 、 誰が特許の出願をしたか、 ということであ る 0 アメリ ヵ 

の場合、 私立大学のみならず、 州立大学も法人格を 有しており、 また、 1980 年の 

バイ   @ 一 ル法 (Patent and  Trademark  Amendments Act (P.L. 96-517))  によ 

り 、 連邦政府出資の 研究から生じた 発明について、 大学に知的所有権 を取得する 

権 利を与え、 大学自身が特許の 出願を行 3 選択的権 利を保有している。 3 

これに対して、 日本の大学の 場合はどうか。 国立大学の場合は、 特許を受ける 
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権 利は原則として 発明者個人に 帰属するが、 個人帰属と判断された 発明の実際上 

の取扱いは、 以下の よう であ る。 すな ね ち、 筑波大学の調査では、 大学の研究者 

が 発明者であ る特許のうち、 発明者以外の 第三者が出願人であ るものが半数以上 

(54.5%) であ る。 そして、 発明者本人が 出願人となっていない 理由としては、 「 特 

許を受ける権 利を企業に譲り 渡したため、 その企業が出願した」 という答えが 大 

半 であ った。 (61.8%) さらに、 特許を受ける 権 利や特許権 が企業等に譲渡された 

場合、 それに関連して 行われた行為については、 「無償で移転したため 何もなかっ 

た 」というのが 一番多く (34.2% 。 八次に奨学寄附会 (28.9% 八相応の対価 (21.1%) 
と続いている。 ここに浮かび 上がってくるのは、 大学の研究者が 発明をしても   

その半数以上は 自ら出願をせず、 企業に無償 か 、 あ るいは僅かばかりの 奨学寄附 

金を受けて   企業に特許を 受ける権 利を譲渡し、 企業が出願人として 特許出願を 

行っている構図であ る。 ただ、 この場合、 企業の立場からみると、 利益造出の見 

込みのない発明であ っても、 大学との長年にわたる 付合いからやむを 得ず出願す 

6 場合も多い。 その場合は出願しても 審査請求を行わず、 そのまま失効してしま 

うことになる。 前者の場合は、 大学の研究者は、 発明に伴う正当な 報酬や研究費 

への見返りに 早かることができず、 研究者を発明に 駆り立てるインセンティブを 

欠くことになる。 また、 後者の場合は、 発明がより有効に 利用されるかもしれな 

い可能性の芽を 摘んでしまうおそれがあ る。 そして、 特許権 を維持し、 それによ 

  収益をあ げていくという 観点からは、 国立大学が特許権 の権 利主体となり 行な 

い ことは、 深刻な問題点を 残すことになる。 

( 3 ) 発明の質の間 題 

第 2 の問題点は、 発明や特許の 質であ る。 アメリカの場合、 1996 年度において、 

大学所有の特許のロイヤルティ 収入は 3 億 6,500 万ドルであ るのに対して、 日本 

の大学の場合、 国有特許 分は ついてのみ 3,000 万円 ( 1996 年度 ) というデータが 

あ り、 それ以外は不明であ る。 4 今回の筑波大学の 調査では、 特許につながった 

発明が社会で 活用された事例について、 10 件の申出があ った。 しかし、 それを 詳 

細 に検討すると、 それらのうち、 実際に商品化されて 市場に流通しているものは 

3 件程度であ った。 これは、 全体の特許件数 112 件からすれば、 2.7% にあ たる。 

これに関連して、 きわめて興味深いのは、 1997 年度に筑波大学先端学際領域 研 

究 センタ一で開催された 国際シンポジウムにおける ヵナダ のアルバータ 大学の事 

例報告であ る。 5 それに よ ると、 同大学では、 年間 1 億 2,000 万ドルのスポンサ 

一のついている 研究プロジェクトをもっており、 それが毎年 80 から 90 の発明に 

結びついている。 これらの発明については、 デュー・ デ リジェン ス のプロセス ( 特 

許を生み出す 能力があ るか、 実際に商業化の 可能性があ るか、 可能となる市場の 

サイズはどのくらいか、           の評価を行うこと ) を経ることになる 0 その結果、 
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年間 80 の発明のうち 50% 、 40 の発明はもとの 研究者に戻される。 この残った 40 

の発明をさらに 評価し、 どれが既存の 会社に対してライセンスできるかの 見極め 

が 行われる。 そして、 このプロセスでさらに 40 のうちの半分、 20 が特許化可能 

であ り、 ライセンスもすぐできるという 判断がなされる。 残りの 20 の発明につ 

いては、 さらに、 プロトタイプ 開発と呼ばれるプロバラムを 経ることになる。 そ 

の目的は、 初期段階にあ る発明に対して、 技術的問題の 解決などを通して、 価値 

を 付加することであ る 0 このプロトタイプ 開発のプロバラムが 完了した段階で、 

通常 10 程度の技術が 商業化可能として 残り、 これらの技術を 取り上げて、 新し 

い知識べ ー スの企業体を 組織する、 つまりスピンオフ 企業を作り上げることにな 

る 。 アルバータ大学では、 過去 3 年間で 31 のスピンオフ 企業を生み出している。 

この ょ うに、 アルバータ大学では   大学から産業界への 技術移転が二つの ん一 

ト をたどって行われている。 一つは、 既存の企業へのライセンシングであ り、 も 

う一つは、 ベンチャ一のスピンオフであ る。 この二つのルートを 通じて、 アルバ 

一タ大学の場合は、 年間 80 の発明のうち、 結果的に 30 の発明が産業界に 移転さ 

れることになる。 実に 40% 近い割合で、 技術移転されていることになる。 

日本の大学とのこのような 違いはどこからくるのだろうか。 それは、 大学にお 

ける研究内容の 質的な違いに 由来すると考えざるを 得ない。 すな ね ち、 日本の大 
だキ つ 。 t" " おいては、 工学など実学的要素をもつ 学問分野であ っても、 研究テーマの 設 

定の仕方は、 実際の社会的・ 技術的必要性 よ りは、 学問に内在する 論理に基づい 

て行われることが 多い。 6 つまり、 これまで、 日本の大学において 産業界への 技 

術 移転が例外的な 場合を除いてあ まり行われてこなかったのは、 種々の制度的な 

障害があ ったにせよ、 より基本的には、 移転するべき 技術が大学に 乏しかったか、 

あ るいは、 別の言い方をすれば、 産業界への技術移転を 目的とした研究が 行われ 

てこなかったからであ る。 今後   産学連携や技術移転を 促進するためにどの 2 6 

にすればよいかは、 このことを前提とした 上で考えていく 必要があ る。 

3 . 産学連携を促進する 方策 

( 1 ) 知的創造サイクルの 考え方の問題点 

知的創造サイクルは、 「知的財産権 による知的創造サイクル」というのが 前提に 

なっている。 つまり、 知的創造サイクルとは、 大学の研究成果が 特許の形態で 企 

業に移転され、 その対価が大学や 研究者に還元され、 更なる研究活動に 充てられ、 

新たな研究成果を 生み出すことであ る。 図 A . 収益還元型ループがこれにあ たる。 

しかし、 注意しなければならないのは、 この知的創造サイクルは、 産業技術とし 

て 移転できるものが 大学に豊富 に 揃っていることが 前提になっていることであ る。 

技術移転するためには、 基本的には、 その中から技術の 目利きが企業に 移転でき 

る技術シーズを 見付け出しさえすればよい、 ということになる。 これは、 先にみ 

一 360 一 



たように日本の 大学の研究実態に 合っていない。 また、 大学の研究のあ り方から 

みても、 大学から産業界への 一方向しか考えられていないのが、 大きな問題点で 

あ る。 

[ 大学の研究成果をめぐる 二つのループ ] 

A . 収益還元型ループ 

①大学等の研究 ②特許を受ける 権 利等の譲渡 ④実施許諾等 

、 ン一ズの 発掘 ③特許出願 ⑤製品化・流通 
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B . 研究成果還元型ループ 

③市場に流通する 研究 ②大学と企業の 共同研究の ①社会・企業 

成果の研究 仲介 の ニーズ 一 一 

  
技術移転機 

中小企業 

ベ ン チ ャ 
関 (TLO) 一 一 一企業 
④特許を受ける 権 利等の譲渡 ⑥製品 口化 ・流通 

⑤特許出願 の 新たなニーズの 発生 

( 2 ) 研究成果還元型ループの 考え方 

以上のような 知的創造サイクルの 考え方に対して、 図 B . 研究成果還元型 ル一 

プは 、 社会や企業の 現実的なニーズを 出発点としている。 つまり、 現実に困って 

いる企業のニーズを、 T L 0 が仲介することによって、 整理し直し、 それにふさ 

わしい大学の 研究者を見つけ 出し、 両者の共同研究プロジェクトを 組織すること 

を目指す。 これが組織できれば、 後は、 この共同研究プロジェクトが 完成するこ 

とによって、 大学から企業への 技術移転が行われる。 それによって 製品化が行わ 

れ 、 市場に流通すれば、 さらに新たなニーズが 生まれる。 つ ま     ニーズを媒介 

として、 大学の新たな 研究が推進され、 その研究成果が 企業に還元されていくこ 
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とになる。 現実の社会・ 企業のニーズから、 創造的な研究が 触発され、 新たな展 

開をみせることは、 しばじば起こり 得ることであ る。 人類が 21 世紀において 一 

層 困難な課題の 解決を迫られるときに、 このような研究のあ り方はますます 重要 

性を増すであ ろう。 こうした考え 方は、 現在、 日本学術会議で 論議されている 新 

し い 研究理念、 すな ね ち、 「実社会との 融合の中から 展開される統合モデル 研究 

( 岩崎俊一氏 ) 」 や 、 「認識科学から 設計科学へ ( 吉田 氏 人民 ) 」の考え方にも 通じ 

るものがあ るといえる。 ' そして、 大学の研究にとって 重要なことは、 社会や企 

菜のニーズを 研究の出発点に 据えたとしても、 あ くまでも、 研究者の自主性・ 自 

発性を確保しうるようなシステムを 構築していくことであ る。 

( 3 ) 産学連携を促進するためのインセンティブの 必要性 

前述の 2 ( 3 ) で、 日本の産学連携における 基本的な問題点は、 移転するべき 

技術が大学に 乏しいことにあ ることを指摘したが、 その背景について 検討する ノ、 

要があ る。 その原因として 指摘できるのは、 産学連携に熱意を 向けさせるための 

インセンティブに 欠けていることであ る。 つまり、 教員の採用や 昇任は、 研究業 

績のみを基準として 行われており、 こうい う 状況では、 特許の取得に 熱心になる 

理由がなりのであ る。 また、 ロイヤリティ 収入を個人の 報酬や研究費に 還元する 

仕組みも、 現実にそういうことができるならば、 インセンティブとして 有効であ 

ろう。 さらに、 先に引用した 筑波大学の調査でも、 特許での研究成果の 還元に消 

極 的な理由として 最も多かったのは 「特許を取るには 時間や手間がかかる」 であ 

り、 次いで、 「特許を取るには 費用がかかる」であ った。 このようなインフラの 整 

備には、 T L 0 の整備・支援が 有効な施策となろ う 。 

( 注 ) 

  筑波大学先端学際領域研究センターリエゾン 推進室 「筑波大学における T L 0 の利用等 
に関する調査について ( 報告 ) 」、 1999 年 7 月 29 日 
2 アメリ ヵ の特許登録件数は、 N S F , A U T M の資料が出典であ り   日本の特許件数は 
特許庁資料による。 

3  Yong  S. Lee  (Ed. Ⅰ ，ア ec 力コ 0 Ⅰ o9 ノアバみ 万 S/e Ⅰ右方ガイブ リう ⅠⅠ c  Ⅱ フ 0 Ⅰ ソ C ノ ， 1997, p.225, Yh 「 es Ⅰ po て Ⅰ， CT     
Quorum@ Books   

4 2 に同じ。 

5 筑波大学先端学際領域研究センター 「平成 9 年度衛星・国際シンボジ ゥム 「アジア と の 
産学連携システム」 報告書」 1998 年 3 月、 pp.18.20 

6 参照 : 京都大学調査研究委員会 ( 代表者 松 重和美 ) 「次世代の産業創成教育と 産学連携 
研究システムの 在り方に関する 調査研究報告書 ( 改訂版Ⅱ 1998 年 5 月、 p.59 
，岩崎俊一「新たなる 研究理念を求めて 一 「戦略研究」 から 「モデル研究」 へ一 」 日本学 
術 会議編集協力 Ⅰ学術の動向」 ( 財 ) 日本学術協力財団、 1998 、 第 3 巻第 12 号、 p.14 、 吉田 
氏人 「モード 1 型知識生産の 自己改革 一 岩崎俊一講演を 導きの 糸 として 一 」 周書、 p.23 
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